
Sport for Tomorrow （SFT）
SFTは2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会とそれに向けた具体的行動を通じて、スポーツの価値とオリンピック・パラ
リンピック・ムーブメントを広げる取組として、2014年から2021年まで実施された。2022年度以降は東京大会のレガシーとして
継承され、引き続きスポーツを通じた国際交流・協力により、日本の存在感を示す取組を発展的に実施していくとともに、日本
の強みを活かしたスポーツ分野の国際協力事業を通じてSDGs にも貢献する事業として実施。

Sport for Tomorrow
【外務省関連事業】
●スポーツ関連施設の整備、器材供与
（文化無償資金協力、草の根・人間の安全保障、スポーツ外交推進事業）
●スポーツ指導者・選手の派遣・招へい（JICA海外協力隊派遣）
●スポーツ分野での技術協力（JICA技術協力）
●スポーツ分野での日本文化紹介・人材育成支援（国際交流基金事業）
●スポーツ分野での日本文化紹介（在外公館文化事業） 等

【スポーツ庁関連事業】
（１）事務局運営・SFTコンソーシアムのネットワーク発展
（２）SFTコンソーシアム会員が実施する事業への支援
（３）国際情勢に応じた海外アスリート等支援事業

2014年1月以降、開発途上国を中心に204か国・地域において、1,300万人
以上を対象にスポーツ分野での事業を実施。2021年度末で一旦終了し、
2022年度からは新しいフェーズとして以下の後継事業を開始。

SFTコンソーシアム
※Sport for Tomorrowを推進していくための
官民連携ネットワーク

●運営委員会：
外務省
スポーツ庁
日本スポーツ振興センター（JSC）
国際協力機構（JICA）
国際交流基金（JF）
日本オリンピック委員会（JOC）
日本パラリンピック委員会（JPC）
日本アンチ・ドーピング機構（JADA）
日本スポーツ協会
筑波大学
日本貿易振興機構（JETRO）

ワールドマスターズゲームズ2021関西組織員会
東京都

●SFTコンソーシアム会員：※新規募集中
地方自治体
スポーツ関連団体
大学
民間企業
NGO/NPO 等

●事務局：
日本スポーツ振興センター（JSC）

★取組を発展・定着させる3つのアクション
（１） SFTを通じて構築してきた各国・組織との信頼・交流関係の維持・強化
（２）コンソーシアム会員間の連携・共創を促進し、よりアクティブな団体の増加
（３）国内外を問わず、より多くの人々のスポーツを通じた国際交流・協力活動へ
の参加を促進


